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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第18期

第１四半期
連結累計期間

第19期
第１四半期
連結累計期間

第18期

会計期間
自 平成28年４月１日

至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日

至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日

至 平成29年３月31日

売上高 （千円） 3,224,663 4,014,901 13,961,972

経常利益 （千円） 251,619 65,066 804,406

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

（千円） 156,685 26,159 548,871

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 156,685 26,165 548,690

純資産額 （千円） 4,493,970 7,541,315 7,609,200

総資産額 （千円） 18,378,226 26,067,516 26,005,361

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

（円） 4.51 0.70 15.74

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 24.5 28.9 29.3

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

決算短信（宝印刷） 2017年07月28日 19時12分 2ページ（Tess 1.50(64) 20170306_01）



― 3 ―

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、政府の各種政策効果の下支えもあり緩やかな回復が続いて

おりますが、海外景気の下振れリスクが依然として存在することなどにより、先行き不透明な状況となっておりま

す。

　当社グループの属するデータセンター市場においては、VPS・クラウドサービスを中心に安定した成長が続いてお

ります。

こうした状況のもと、当社グループはコストパフォーマンスに優れたデータセンターサービスを、多様なライン

ナップで提供することにより、他社との差別化を図るとともに、営業体制の強化、イベントの実施及びパートナー

制度の推進などにより、販売力の向上に努めてまいりました。また、平成29年１月にアイティーエム株式会社

（旧：エヌシーアイ株式会社）の株式を取得し、連結子会社としております。その結果、当第１四半期連結累計期

間の売上高は4,014,901千円(前年同期比24.5％増）となりました。

　営業利益につきましては、売上高は増加いたしましたが、エンジニアの増員による人件費の増加及びデータセン

ター増床やサービス機材増加に伴う経費の増加、本社移転による経費の増加など成長のための先行的な設備・人材

への投資により、114,735千円(前年同期比60.7％減）となりました。

　経常利益につきましては、営業利益の減少などにより、65,066千円(前年同期比74.1％減）となりました。

　親会社株主に帰属する四半期純利益につきましては、経常利益の減少などにより、26,159千円(前年同期比83.3％

減）となりました。

サービス別の状況は以下のとおりです。

① ハウジングサービス

　首都圏内データセンター増加により価格競争の厳しい状況が続いておりますが、前第４四半期に連結子会社と

したアイティーエム株式会社の売上貢献により、ハウジングサービスの売上高は607,824千円(前年同期比1.1％

増）となりました。

決算短信（宝印刷） 2017年07月28日 19時12分 3ページ（Tess 1.50(64) 20170306_01）



― 4 ―

② 専用サーバサービス

「さくらの専用サーバ」において、スーパーコンピュータ案件の提供開始や「さくらの専用サーバ高火力シリ

ーズ」の時間課金でのサービス提供開始など顧客ニーズを追求した取り組みを行った結果、専用サーバサービス

の売上高は945,947千円(前年同期比36.9％増）となりました。

③ レンタルサーバサービス

オプションサービスの提供や機能改善等を継続し、着実にユーザ数を積み増した結果、レンタルサーバサービ

スの売上高は774,241千円(前年同期比6.1％増）となりました。

④ VPS・クラウドサービス

VPSサービスやクラウドサービスの新機能の積極的な追加等により、新規顧客の獲得や既存顧客の利用増加を

図った結果、VPS・クラウドサービスの売上高は1,069,795千円(前年同期比25.4％増）となりました。

⑤ その他サービス

ドメイン取得サービス及びSSL取得サービスなどが好調に推移したこと、並びに前第４四半期に連結子会社と

したアイティーエム株式会社のMSPサービス売上により、その他サービスの売上高は617,092千円(前年同期比

76.2％増）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

① 資産

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ62,154千円増加し、26,067,516千円(前連

結会計年度末比0.2％増）となりました。主な要因は、サービス機材調達に伴う有形固定資産の増加によるもの

です。

② 負債

当第１四半期連結会計期間末の負債の合計は、前連結会計年度末に比べ130,040千円増加し、18,526,201千円

(前連結会計年度末比0.7％増）となりました。主な要因は、サービス機材調達に伴うリース債務の増加によるも

のです。

③ 純資産

当第１四半期連結会計期間末の純資産の合計は、前連結会計年度末に比べ67,885千円減少し、7,541,315千円

(前連結会計年度末比0.9％減）となりました。主な要因は、剰余金の配当に伴う利益剰余金の減少によるもので

す。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は12,093千円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 99,200,000

計 99,200,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年８月４日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 37,620,700 37,620,700
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株
であります。

計 37,620,700 37,620,700 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年６月30日 ― 37,620,700 ― 2,256,921 ― 1,361,862

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 400

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

37,614,600
376,146 ―

単元未満株式
普通株式

5,700
― ―

発行済株式総数 37,620,700 ― ―

総株主の議決権 ― 376,146 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式44株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
さくらインターネット
株式会社

大阪市北区大深町４番
20号

400 ― 400 0.00

計 ― 400 ― 400 0.00

２ 【役員の状況】

前事業年度の定時株主総会終了後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１. 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,868,773 4,513,667

売掛金 1,362,079 1,253,219

貯蔵品 454,101 561,858

その他 1,309,423 1,402,092

貸倒引当金 △32,505 △36,511

流動資産合計 7,961,872 7,694,327

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,291,056 7,367,171

リース資産（純額） 6,051,367 6,275,772

その他（純額） 2,316,650 2,385,339

有形固定資産合計 15,659,074 16,028,283

無形固定資産

その他 1,295,828 1,259,174

無形固定資産合計 1,295,828 1,259,174

投資その他の資産 1,088,585 1,085,731

固定資産合計 18,043,489 18,373,188

資産合計 26,005,361 26,067,516
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 448,152 472,028

短期借入金 228,000 350,000

1年内返済予定の長期借入金 1,235,224 1,145,334

未払法人税等 184,903 28,727

前受金 2,833,160 2,966,056

賞与引当金 210,971 110,572

その他 2,159,770 2,391,135

流動負債合計 7,300,182 7,463,854

固定負債

長期借入金 5,287,900 5,091,210

リース債務 5,386,742 5,584,193

その他 421,335 386,943

固定負債合計 11,095,978 11,062,346

負債合計 18,396,160 18,526,201

純資産の部

株主資本

資本金 2,256,921 2,256,921

資本剰余金 1,361,862 1,361,862

利益剰余金 3,990,665 3,922,774

自己株式 △67 △67

株主資本合計 7,609,382 7,541,491

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △181 △176

その他の包括利益累計額合計 △181 △176

純資産合計 7,609,200 7,541,315

負債純資産合計 26,005,361 26,067,516
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 3,224,663 4,014,901

売上原価 2,249,960 2,884,411

売上総利益 974,703 1,130,490

販売費及び一般管理費

貸倒引当金繰入額 － 4,104

給料及び手当 159,955 267,842

賞与引当金繰入額 35,613 39,330

その他 487,199 704,477

販売費及び一般管理費合計 682,768 1,015,754

営業利益 291,934 114,735

営業外収益

受取利息 9 15

助成金収入 － 525

貸倒引当金戻入額 7,800 339

受取販売奨励金 513 441

その他 1,866 293

営業外収益合計 10,189 1,614

営業外費用

支払利息 39,662 48,121

その他 10,842 3,161

営業外費用合計 50,504 51,283

経常利益 251,619 65,066

特別損失

固定資産除却損 773 521

減損損失 － 6,857

投資有価証券評価損 8,762 －

特別損失合計 9,535 7,379

税金等調整前四半期純利益 242,084 57,687

法人税、住民税及び事業税 57,273 14,695

法人税等調整額 28,124 16,831

法人税等合計 85,398 31,527

四半期純利益 156,685 26,159

親会社株主に帰属する四半期純利益 156,685 26,159
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益 156,685 26,159

その他の包括利益

為替換算調整勘定 － 5

その他の包括利益合計 － 5

四半期包括利益 156,685 26,165

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 156,685 26,165
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【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

減価償却費 371,375千円 523,134千円

のれんの償却額 10,297千円 14,634千円

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日
定時株主総会

普通株式 86,774 2.50 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　 該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日
定時株主総会

普通株式 94,050 2.50 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　 該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループの事業セグメントは、インターネットデータセンター事業の単一セグメントであるため、記載を

省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 4円51銭 0円70銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 156,685 26,159

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

156,685 26,159

普通株式の期中平均株式数(株) 34,709,956 37,620,256

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成29年８月４日

さくらインターネット株式会社

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 内 田 聡 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 林 雅 史 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているさくらインター

ネット株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４

月１日から平成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注

記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、さくらインターネット株式会社及び連結子会社の平成29年６月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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